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１．令和２年度予算編成方針

国は、「経済財政運営と改革の基本方針２０１９」（令和元年６月２１日閣議決定）において、

「持続的かつ包摂的な経済成長の実現と財政健全化の達成の両立」を基本認識として、デフ

レ脱却・経済再生最優先の基本方針を打ち出し、あらゆる政策を総動員し、経済運営に万全

を期すとともに、令和元年度に引き続き、「新経済・財政再生計画」の枠組みの下、引き続き

手を緩めることなく本格的な歳出改革に取り組むとしている。

また、地方創生の推進等の重要課題への対応として、地方団体が少子高齢化に対応した

人づくり革命や、防災・減災、国土強靭化をはじめとする暮らしの安全・安心の確保などの取

り組みを進めるとともに、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、地域の実情に応じ、自

主性・主体性を最大限発揮して地方創生を推進できるよう、安定的な税財源基盤を確保する

こととしている。

県は、当初予算編成方針の中で、令和２年度を復興・創生期間や総合計画の最終年、か

つ次期ふくしま創生総合戦略の初年度として重要な年と位置づけ、復興・創生枠として、総合

計画の人口減少・高齢化対策など１１の重点プロジェクトを推進する取り組みに対し最優先に

予算配分を行うことを基本としている。また、福島ならではの視点を重視して,効果的な事業構

築を図るとともに、これまでに執行した事業の効果をしっかり検証しつつ、さらには、通常枠に

おいて、令和元年東日本台風（台風１９号）等による災害に対しての災害復旧に向けた取り組

みをはじめとして、社会保障の充実やインフラ施設の防災力強化等に取り組むとしている。

本町における令和２年度の予算編成方針については、令和元年東日本台風による災害か

らの復旧事業を早急かつ効果的に行うこと、さらに、東日本大震災及び原子力災害からの復

興の歩みを止めることなく、これまで同様「第５次川俣町振興計画後期基本計画」を基本とし

た、「川俣町復興計画」等の更なる実現のため、復興・創生期間の最終年にふさわしい取り組

みとして、山木屋地区住民の帰還や被災者の生活再建、除染事業の進捗等をはじめ、さらに

は川俣町全体の復興に向け、引き続き重点的に実施することとする。

また、喫緊の課題である人口減少の抑制についても、平成２８年１月に策定した「川俣町ま

ち･ひと･しごと創生総合戦略」で掲げた４つの基本目標を達成し、かつ、将来を担う若い世代

が安心して川俣町に定住することができるよう、「子育て支援の拡充や環境整備等の事業」に

重点的に予算配分を行うものとし、これらの事業を円滑に実施するため、国・県との連携を緊

密に図るとともに、あらゆる方策を講じて財源を確保し、適切に対処していく。

-　1　-



＜第１図＞　当初予算額の推移

（A)　-　（B)

２．予算規模

  今年度は、前頁に示した予算編成方針と令和２年度地方財政対策の概要及び国・県の予

算に配意しながら予算編成を行った。

　 この結果、令和２年度の当初予算規模は８８億円となり、 前年度当初予算額１０１億３７，００

０千円に比べ、▲１３億３７，０００千円、率にして１３．２％の減となったところである。

　なお、平成１８年度以降の当初予算額の推移は第１図のとおりである。
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３．令和２年度一般会計予算の概要

(1) はじめに

国の令和２年度一般会計予算の規模は、１０２兆６，５８０億円となり、８年連続で過去最大を

更新した。最大のポイントは社会保障の充実であり、全世代型社会保障制度の構築に向け、

消費税増収分を活用した高等教育の無償化、予防・健康づくりの取り組みなどの医療・介護

分野の充実を実施するとした。また、経済対策の着実な実行として１３．２兆円を計上し、東京

オリンピック・パラリンピック後も見据えて、「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対

策」の確実な実行を掲げる一方で、「新経済・財政再生計画」のもと、歳出改革の取り組みを

継続するとしている。

県の令和２年度予算の総額は１兆４，４１８億円（前年度比１．３％減）となった。令和元年東

日本台風等の災害からの復旧と一日も早い生活・生業の再建に向けた取り組みを切れ目なく

講じるとともに、これまでの挑戦を進化させ、「福島と未来をつなぐ」をキーワードに、人と「つな

ぐ」、子どもたちが「つなぐ」、世界と「つなぐ」、多様な主体と「つなぐ」の４つの方針を核とし

て、復興と福島ならではの地方創生を両輪で進めるための予算として、復興・創生枠を５，０４

３億１９百万円を計上している。

本町の平成３０年度決算における財政状況は、財政の健全性を示す指標である経常収支

比率は９０．６％（前年度９１．３％）となっており、若干の改善は示しているものの、依然として

財政の硬直化が進んでいる状態である。また、債務負担行為等を含む実質公債費比率３．

９％と、数値的に見れば危機的状況とは言えないが、毎年度の予算編成において財政調整

基金を取り崩し対応する状況が続くなど、大変厳しい状況にあり、かつ令和元年１０月に発生

した令和元年東日本台風で受けた甚大な被害がさらに財政状況を逼迫させる状況となって

いる。

このような中、国は平成２８年度から令和２年度の５年間を復興・創生期間として復興事業を

加速させているが、その最終年度となる令和２年度の本町の当初予算額は８８億円（前年度

比▲１３億３７，０００千円、１３．２％減）となったところである。

予算減額の主な要因としては、粗飼料生産流通拠点施設整備事業費▲５億８１，０１３千

円、福島帰還再生加速事業による山木屋地区の道路維持修繕事業費▲５億６９，６７７千円、

農業水利施設保全再生事業▲２億６０，８３９千円など、復興・復旧事業の完了もしくは事業の

進捗を原因とした減額によるものが大きい。一方で、台風被害に対する宅地関連、農地・農業

用施設災害復旧事業補助金を引き続き計上し、災害からの復旧に切れ目なく取り組む。ま

た、小学校再編事業費として校舎改修実施設計及びプールの改築工事費３億３２，５９５千円

や、水稲生産流通拠点整備事業２億１５，２３７千円、ソフト面においても、中学生の海外派遣

事業を修学旅行まで拡大した「未来への翼」等に所要額を計上し、町全体と町の宝である子

どもたちの明るい未来に向けた取り組みを開始するものである。
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＜第１表＞　一般会計歳入予算内訳

（単位：千円、％）

６．法人事業税交付金 14,500 0.2 0 0.0 14,500 皆増

９．環境性能割交付金 9,062 0.1 0 0.0 9,062 皆増

0

(2)歳入の状況
歳入予算の内訳をみると、第１表のとおり前年度と比べると、地方譲与税や株式等譲渡所
得割交付金、地方消費税交付金は増額、法人事業税交付金、環境性能割交付金は制度新
設により皆増となったが、町税、地方交付税、国県支出金など主要な歳入科目は減額となっ
ている。
町税は▲５０，１０５千円（前年度比▲４．０％）、地方譲与税１２，０４０千円（前年度比１５．
３％）の増、法人事業税交付金が１４，５００千円の皆増、地方消費税交付金６９，５０２千円（前
年度比２９．１％）の増、地方交付税▲４，３７２千円（前年度比▲０．２％）、使用料及び手数料
▲１４，９１７千円（前年度比▲１４．７％）などとなっている。また、その他の歳入予算額として国
庫支出金８億５３，９７２千円（前年度比▲４８．８％）、県支出金１９億５７，７１７千円（前年度比
▲２２．８％）、繰入金４億１３，２２９千円（前年度比▲１１．９％）、町債６億９４，３５０千円（前年
度比８．４％増）となったところである。
なお、今年度においても歳出に対し歳入不足分が生じたため、財政調整基金から３億９６，
４２７千円の繰入金で補っている状況である。
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▲ 1,337,000

▲ 578,841

31

比　　　　較令和２年度 令和元年度

区　　　　分 当初予算額
（A)

▲ 4.0

増減額
（A) - （B)

▲ 50,105

15.3

13.6

増減率

17,633

1,358 0.0

17,602

0

0.2

▲ 55,692

0.2

当初予算額
（A)

構成比

1,242,522 12.3

構成比

１．町税 1,192,417

▲ 44.7

90,485 1.0 78,445

774 0.0 1,400 0.0

0.8

▲ 626

▲ 282

69,502239,116 2.4

985

3,200

▲ 26.83,356 0.1 ▲ 901

0.1 ▲ 12,031

▲ 8.1

72.5

0.1 3,482 0.0

皆減

308,618 3.5 29.1

0.0 12,031

2,343

0.0

2,877,852 32.7

1,600

▲ 0.2▲ 4,3722,882,224 28.4

0.0 1,600 0.0

▲ 25.1

▲ 14.7

▲ 22.8

853,972 9.7

1,957,717 22.2 2,536,558

▲ 48.8

86,284 101,201 1.0 ▲ 14,917

▲ 815,523

42,859 0.4 ▲ 10,737

25.0

1,669,495 16.5

144,208

22．町債 694,350 7.9

10,000

0.2

33.3

0.0

4.6

1.4 25.8

6.3 8.4

▲ 11.9

0.3

▲ 13.2

16．県支出金

17．財産収入

20,000 0.2 20,000

40,006 0.5 30,006

413,229 468,921

18．寄附金

19．繰入金

20．繰越金

21．諸収入

２．地方譲与税
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＜第２図＞　一般会計歳入予算の構成比

使用料及び手数料    1.0％

寄附金   　　　　　　　  0.5％

分担金及び負担金    0.4％

その他の自主財源　  0.4％

　・繰越金

　・財産収入

地方譲与税　　　　　　 1.0％

法人事業税交付金　　0.2％

環境性能割交付金　　0.1％

その他の依存財源　　 0.1％

　・地方特例交付金

　・利子割交付金

　・配当割交付金

　・交通安全対策特別交付金

　・株式等譲渡所得割交付金

歳入のうち、町税から交通安全対策特別交付金までを合計した一般財源は、４５億３，３０６

千円となり、前年度の４４億６５，５３４千円と比べて３７，７７２千円、０．８％の増となった。歳入

総額に占める一般財源の割合は５１．２％で、前年度４４．１％を７．１ポイント上回った。これは

地方消費税交付金において税率引き上げ分の増収が見込まれるためである。

   次に、歳入予算における自主財源と依存財源の構成比は第２図のとおりである。

自主財源の総額は１９億８３，０７２千円（前年度２０億６７，３１９千円）で、▲８４，２４７千円、

４．１％の減となった。自主財源の歳入総額に占める構成比は２２．６％で前年度２０．５％を

２．１ポイント上回った。

依存財源は、６８億１６，９２８千円で前年度８０億６９，６８１千円と比較すると▲１２億５２，７５

３千円の大幅減となっており、構成比では７７．４％で前年度７９．５％を２．１ポイント下回っ

た。主な減額理由としては、山木屋地区の道路維持修繕事業の事業縮小に伴う国庫支出金

（福島避難解除等区域生活環境整備事業委託金）▲５億６９，６７７千円及び粗飼料生産流通

拠点施設整備事業終了に伴う県支出金４億３５，７５９千円が皆減となったこと等、復興事業の

事業進捗による国県支出金の減額によるものである。
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繰入金
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町債
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町税
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交付金 3.5%

諸収入2.0%
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＜第２表＞　町税の内訳

（単位：千円、％）

計

（町　　税）

税目別の町税予算は第２表のとおりであり、町税全体の４３．３％を占める町民税は個人、

法人合わせて前年度比▲５１，０９２千円、９．０％の減となったところである。これは法人税の

制度改正による減額に加え、法人の利益減による減額である。 固定資産税は、総額で５億４

６，１２２千円で前年度比０．９％の微減となった。

町民税、固定資産税の２税目合計は１０億６２，１６７千円（前年度比５．０％減）となり、構成

比は町税全体の８９．１％で前年度の９０．０％とほぼ同じ比率となっている。

軽自動車税については２，４４５千円、５．１％の増額、町たばこ税は、たばこ税の引き上げ

を見込み、前年度に比べ３，５３７千円、４．６％の増額としたところである。

町税全体の対前年度比は４．０％の減となっている。また、自主財源に占める町税の割合

は６０．１％となり、前年度と同様の比率となった。

▲ 9.0

▲ 3.7

44.4

構成比
（％）

▲ 50,105

▲ 34.6

比　　　　較

増減額
（A) - （B)

▲ 51,092

増減率
（％）

▲ 33,601

▲ 0.7

43.3 45.6

44.1

47,825 3.8

令和元年度

当初予算額
（A)

38.0 469,920 37.8452,429

6.2

100.0

6.7

3,666

区　　　　分

551,117

1,192,417

79,980

町民税

構成比
（％）

97,21763,616

50,270

543,394

546,122

2,728

567,137516,045

令和２年度

45.8

5.3

0.2

45.6

当初予算額
（A)

100.0 1,242,522

547,451

▲ 17,491

▲ 938

4.2

7.8

3,537

5.12,445

0.3 ▲ 25.6

▲ 0.9▲ 4,995

4.676,443

▲ 4,057

▲ 4.0

固定資産税

個人

法人

固定資産税

交付金

軽自動車税

町たばこ税

町

税
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（地方譲与税等各種交付金）
地方譲与税については、９０，４８５千円（前年度比１２，０４０千円、１５．３％増）を計上して
いる。これは元年度に新設された森林環境譲与税の計上によるものである。地方消費税交付
金については、令和元年１０月からの消費税増税による社会保障財源引き上げ分の率が変
更になったことに伴い、６９，５０２千円の大幅増（前年度比２９．１％増）としたところである。ま
た、国の制度改正による新規科目である法人事業税交付金１４，５００千円、環境性能割交付
金９，０６２千円を皆増として計上するものである。

（地方交付税）
普通交付税は、全国平均伸び率が前年度比で個別算定２．０％、包括算定２．５％の増と
示されているが、これは幼保無償化及び会計年度任用職員の手当分に係る地方負担分の普
通交付税措置も含む。本町独自の基準財政需要額の増額要因として台風による災害復旧事
業費等も見込まれるが、地方消費税交付金の増額分が基準財政収入に１００％算入されるこ
となどから鑑み、前年度当初予算額に対し９８，８４８千円程度の増額と見込み２１億８２，２６１
千円を計上している。
また、特別交付税は、中小企業対策や消防団員確保（報酬引き上げ）の予算増、台風被害
による特殊財政需要等を見込み、前年度より１１，６００千円増の２億５０，０００千円を計上し
た。
震災復興特別交付税については、地方税の減免による減収分、国庫補助事業における地
方負担額への措置額（水稲生産流通拠点整備、農業水利施設等保全再生事業など）、中長
期職員派遣人件費分などとして４億４５，５９１千円を計上しており、前年度から▲１億１４，８２
０千円（２０．５％減）の減額となった。これらのことから、地方交付税総額では、前年度に対し
▲４，３７２千円の減となったところである。

（分担金及び負担金、使用料及び手数料）
分担金及び負担金は３２，１２２千円で、後期高齢者医療広域連合職員負担金が職員派遣
の終了により皆減となったほか、使用料及び手数料についても、前年度と比較して▲１４，９１
７千円、１４．７％の大幅減となった。主な理由としては、令和元年１０月から施行された幼保無
償化により保育園及び幼稚園保育料が▲１１，７１９千円の減額となったことが大きい。

（国庫支出金）
国庫支出金は８億５３，９７２千円で、前年度と比較し▲８億１５，５２３千円、４８．８％とほぼ
半減した。これは、山木屋地区の道路維持補修事業などの大型の復旧・復興事業費の減少
に伴い交付金が減少していることが主な減額要因としてあげられる。

（県支出金）
県支出金は１９億５７，７１７千円となり、前年度と比較し▲５億７８，８４１千円、２２．８％の減
額となった。これは、粗飼料生産流通拠点施設整備事業補助金▲４億３５，７５９千円、産地
パワーアップ事業費補助金▲８３，０００千円などが事業完了により皆減となったことによるもの
である。

（繰 入 金）
繰入金は４億１３，２２９千円で、前年度と比較して▲５５，６９２千円の減額となったところで
ある。新中町集会所建設や農業基盤整備事業の完了により、特定目的基金からの繰入が減
額となったことが要因である。また、財源の不足を補うための財政調整基金からの繰入を３億
９６，４２７千円計上したところである。

（町 　債）
町債総額では６億９４，３５０千円、前年度と比較して５３，７３４千円、８．４％の増となった。
今年度は、教育債として小学校再編に係る校舎改修実施設計及びプール改築工事３億２，２
００千円、河川の維持補修工事に対する財源として河川整備事業債１７，６００千円を新たに
計上したところである。また、普通交付税の不足分を補うための臨時財政対策債は、１億２８，
４５０千円（対前年度比▲２１，８６６千円、１４．５％の減）を計上している。
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＜第３図＞　一般会計歳出予算の構成比（目的別）

(3)目的別歳出の状況
歳出予算の内訳を目的別に見ると第３図及び第３表のとおり､総務費が２４億４１，４５１千円

で最も大きい予算額となっているが、前年度に比べて▲４億２４，４６１千円、１４．８％の減額と

なった。次いで民生費が１８億６，５０８千円で、前年度に比べて２８，２１４千円、１．６％の増額

となったところである。

３番目に予算規模が大きい教育費については、１１億６８，１６１千円、前年度比３億６７，５０

９千円、４５．９％の増額となったところである。

農林水産業費については９億３３，０３０千円となり、前年度に比べ▲５億４６，９０９千円、３

７％の減額、次に公債費が６億４４，６８４千円、前年度に比べ９６，５９４千円、１７．６％の増、

消防費は５億２２，８１５千円、前年度に比べ▲１億５３，１８９千円、２２．７％の減、以降、土木

費４億８３，１６７千円、衛生費４億２２，９２９千円、商工費２億３５，７６８千円、議会費１億５，４７

０千円、災害復旧費１６，０１７千円と予算額の大きい順となったところである。

民生費

20.5%

総務費

27.7%

公債費

7.3%

教育費

13.3%

衛生費

4.8%

商工費
2.7%

消防費

5.9%

農林水産業費

10.6%

土木費

5.5%

議会費

1.2%

予備費

0.3%

歳 出
８，８００，０００千円

１００％

災害復旧費
0.2％
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＜第３表＞　一般会計歳出予算内訳（目的別）

（単位：千円、％）

▲ 424,461

▲ 2.4

７．土木費

３．民生費

４．衛生費

５．農林水産業費

▲ 2,565

20,000 0.0

483,167

235,768

▲ 93,996

▲ 35.9

0

96,594

▲ 85.4

17.6

4.8

27.7 2,865,912 28.2

28,214

952,159

▲ 13.2

▲ 1.7

（議会費）
議会費は１億５，４７０千円で、前年度と比較して▲２，５６５千円、２．４％の減となったところ
である。 主な減額要因は、令和元年１１月に執行された町議会議員選挙による改選を見据え
て前年度に予算化していた消耗品費等の減によるものである。

（総務費）
 総務費は２４億４１，４５１千円で、前年度と比較して▲４億２４，４６１千円、１４．８％の減と
なった。減額となった事業については、ため池除染や除染対策事業の進捗に伴い減額となっ
た農業水利施設保全再生事業費２億３９，０１４千円（前年度比▲２億６０，８３９千円、５２．１％
減）、除染対策事業費１１億９，３９７千円（前年度比▲１億１８，２３４千円、９．６％減）、新中町
集会所完成に伴い減額となった町有施設等管理費７，４９１千円（前年度比▲４７，４２１千円、
８６．３％減）等である。
　一方で、地方公務員法等の改正に伴い会計年度任用職員制度が施行されることに伴う給
与費（会計年度任用職員）３７，１５０千円（皆増）、戸籍附票システム改修に伴う戸籍コン
ピュータ事業費２４，２５２千円（前年度比１５，５６８千円、１７９．３％増）等を増額計上してい
る。

（民生費）
民生費は、１８億６，５０８千円で、前年度と比較して２８，２１４千円、１．６％の増となった。こ
れは、児童に対する通所療育サービスが事業所増により増額となった自立支援給付事業費２
億８０，３０６千円（前年度比２３，３１８千円、９．１％増）、保育士確保のため増額を行った保育
所運営費１億９１，８９２千円（前年度比２３，１９２千円、１３．７％増）等によるものである。２年
度には新規で子どもの貧困実態調査事業を実施するなど、今後も継続して子育て環境の充
実に向けた取り組みを行っていく。また、高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定事業
費６，１３３千円（前年度比４，５１０千円、２７７．８％増）等を計上し、福祉の向上を図るものとし
た。

10．災害復旧費

644,684 7.3 548,090

歳　出　合　計 100.0 10,137,000 100.08,800,000

13.3

422,929

2.7 ▲ 131,938

5.5

▲ 7,267

▲ 546,909

430,196 4.3

1,479,939 14.6933,030

16,017 0.2

1,806,508

2,441,451

105,470 1.2 108,035

令和元年度

当初予算額（A)

20.5

▲ 14.8

▲ 49.3▲ 468,992

800,652 7.9 45.9

522,815

1.1

増減率

1,778,294 17.5 1.6

5.9 ▲ 153,189

367,509

676,004

3.7

6.6

9.4

10.6

構成比

令和２年度 比　　　　較

増減額（A) - （B)当初予算額（B) 構成比

９．教育費

６．商工費

２．総務費

１．議会費

区　　　　分

367,706

▲ 37.0

８．消防費 ▲ 22.7

1,168,161

1.1

0.2

110,013

▲ 1,337,000

11．公債費

0.312．予備費 20,000

5.4
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（衛生費）
衛生費は、４億２２，９２９千円で、前年度と比較して▲７，２６７千円、１．７％の減額となった
ところである。
　今年度は、令和元年東日本台風により被害があった共同墓地の災害復旧に係る補助金を
新たに５，７２３千円を計上するとともに、井戸枯渇対策として、５０万円を限度とする補助金を
交付する井戸掘削事業補助金２，５００千円を新たに計上した。また、予防接種事業や内部
被ばく検査業務委託料、各種健診委託料等についても前年度に引き続き予算計上し、町民
の健康を守っていく。

（農林水産業費）
農林水産業費は、９億３３，０３０千円で、前年度と比較して▲５億４６，９０９千円、３７％の減
額となっている。主な理由としては、粗飼料生産流通拠点施設整備事業費（再生加速化交付
金事業）５億８１，０１３千円や産地パワーアップ事業８３，０００千円が完了したことにより皆減と
なったことによる。
　今年度の新たな事業として、山木屋地区の水稲生産の再開を目指し、ライスセンター並び
に農業用機械を整備する水稲生産流通拠点整備事業２億１５，２３７千円を計上したほか、復
興事業として取り組んでいる営農再開支援事業については、担い手への農地集積に向けた
準備への支援等の事業を拡大し、１億７６，５２１千円（前年度比２５，９３９千円、１７．２％増）を
計上。また、町におけるそばの振興を図るため、峠の森自然公園管理費に「そば脱皮機」及
び「製粉機」の導入にかかる経費３，５３４千円を新たに計上した。

（商工費）
商工費は、２億３５，７６８千円で、前年度と比較して▲１億３１，９３８千円、３５．９％の減とし
たところである。これは道の駅川俣リニューアル事業（１億１７，５４２千円）、プレミアム付商品
券発行事業委託料６９，０７０千円の皆減によるものである。
　新規事業として、今年３月より始まるNHK連続テレビ小説「エール」のモデルである古関裕
而のゆかりの地であることをPRし、交流人口や関係人口の増加を図るための事業費として１
５，２６３千円を計上した。また、町内モノづくり企業の活性化を目的として、企業間や産学官
間の交流・連携の場の創設やモノづくり体験塾等を実施するモノづくり活性化事業４，５８１千
円、本町を訪れて「体験・味わい」を通して本町を知ってもらうためのきっかけ作りをするため
のかわまたまるごと体験ツアー事業３，０００千円を計上した。
　その他、現在進捗している道の駅川俣リニューアル事業に合わせ、道の駅イベント委託料
１，９５５千円を計上。道の駅の魅力を高め、道の駅を拠点とした交流事業を推進していく。

（土木費）
土木費は、４億８３，１６７千円で、前年度と比較して▲４億６８，９９２千円、４９．３％の減とし
たところである。減額の内訳としては復興庁からの国庫委託事業により実施している山木屋地
区の町道、林道についての道路維持修繕事業が進捗したことにより、前年度比較▲５億６９，
６７７千円となったことによる。
　また、台風による河川災害を教訓に、河川維持補修工事費を増額した。加えて、公営住宅
長寿命化対策事業５７，６７０千円（ふもとがわ団地給水設備改修工事）、橋りょう長寿命化補
修事業８５，８００千円により公営住宅、橋りょうの長寿命化を図っていく。道路改良工事にお
いても町道平場線ほか５路線の改良工事費などに予算配分をし、インフラの強靭化を図る。

（消防費）
消防費は、５億２２，８１５千円で、前年度と比較して▲１億５３，１８９千円、２２．７％の減と
なった。これは継続費として平成２９年度から令和元年度までの３か年で整備を行ったデジタ
ル防災行政無線（同報系・移動系）整備事業が完了したことにより▲２億２５，３６９千円となっ
たことによるものである。
　また、山木屋地区地域安全パトロール業務等として地域安全パトロール事業費（震災対応）
１億１，８８９千円を引き続き計上したほか、令和元年東日本台風被害に対する宅地関連災害
復旧事業費補助金として７０，０００千円、消防力を強化するための第7分団消防屯所新築事
業２１，００２千円を計上。町民が安心・安全に暮らせるための予算を重点的に計上した。
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＜第４図＞　公債費の状況（目的別）

（教育費）
教育費は１１億６８，１６１千円で、前年度と比較して３億６７，５０９千円、４５．９％の増額と
なった。町の教育の推進と少子化に対応するため設置された「川俣町幼稚園、小・中学校の
あり方検討委員会」からの提言を受け進めることとなった小学校の再編及び認定こども園の新
設において、今年度は川俣小学校校舎改修工事実施設計、川俣小学校プール改築事業に
総額３億３２，５９５千円を計上した。また、かわまた認定こども園開設準備として園舎基本設計
業務委託料など事業費４，４１０千円を計上している。
　また、未来を担う町の中学生の人材育成事業として、平成３０年度から令和元年度まで、「海
外派遣事業」を行ってきたが、今年度からは修学旅行対象学年の生徒全員まで拡大し、川俣
町立中学校海外修学旅行事業「未来への翼」費として１７，６０２千円を計上した。豊かな国際
感覚を身につけ、広い視野から郷土や国際社会に貢献できる人材を育成していく。
その他、老朽化が進んでいる中央公民館については、令和元年度において策定した基本
計画に基づいた耐震改修実施設計業務委託料３９，３１６千円を計上した。

（災害復旧費）
災害復旧費は１６，０１７千円で、前年度と比較して▲９３，９９６千円、８５．４％の減としたとこ
ろである。これは、福島原子力災害避難区域等帰還・再生加速化事業による山木屋地区農
地等災害復旧事業１億１０，０００千円の完了により皆減となったことによる。
　一方、今年度は令和元年東日本台風による被害を受けた農地・農業用施設に対し、一箇
所５０万円を限度として補助金を引き続き交付することとし、事業費１６，０００千円を計上した。

（公債費）
 公債費は、６億４４，６８４千円で、前年度と比較して９６，５９４千円、１７．６％の増としたところ
である。これは、令和元年東日本台風による災害復旧事業にかかる起債が償還期間が１０年
と据え置きなしで元金償還が開始されることにより大幅な増額となった。なお、公債費の内訳
は第４図のとおりである。

土木債

１８．０%

その他

（臨時財政

対策債等）

４３．０%
教育債

１２．２%

災害復旧債

１０．８％

総務債

９．０％

商工債

１．７％

公債費
６４４，６８４千円

１００％

民生債

２．０％衛生債

３．３％
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（４）性質別歳出の状況

＜第５図＞　一般会計歳出予算の構成比（性質別）

維持補修費
貸付金  1.2%
投資及び出資金
積立金
予備費 計2.1％

歳出予算を性質別に分類すると第５図及び第４表のとおり義務的経費、投資的経費及びそ
の他の経費に大別することができる。
義務的経費は、議員報酬や職員給与等の人件費のほか、児童手当、老人施設措置費等
の扶助費及び町債の元利償還のための公債費からなっており、総額で２５億５７，０４２千円
（構成比２９．１％）となっている。このうち人件費は１３億７，５９５千円（構成比１４．９％）である
が、これまで物件費であった臨時職員賃金が、令和２年４月から施行される会計年度任用職
員給与に移行し人件費となることの影響により前年度と比較して１億４５，５５３千円、１２.５％
の大幅増となった。
公債費についても、令和元年台風１９号被害にかかる災害復旧事業の元利償還が開始す
るため、前年度比９６，５９４千円、１７．６％の増額となった。
その他の経費については、物件費においては、商工費でプレミアム商品券の発行業務委託
料６９，０７０千円の皆減や臨時職員賃金の人件費移行等により▲２億７２，２６６千円（▲９．
７％）の減額となった。貸付金においては、中小企業経営合理化資金預託金を増額したこと
により３０，０００千円の増額となった。

 0.5%

0.2%
0.2%

投資的

経費

19.9%

義務的

経費

29.1%

その他

の経費

51.0%

普通建設

事業費

18.9%

扶助費

6.9%

公債費

7.3%

物件費

28.7%

補助費等

14.1%

繰出金

6.1%

人件費

14.9%

歳 出
８，８００，０００千円

１００％

災害復旧事

業費1.0％

-　12　-



＜第４表＞　一般会計歳出予算内訳（性質別）

（単位：千円、％）

＜第５表＞一般会計歳出予算のうち投資的経費の内訳　

（単位：千円、％）

普通建設事業費

災害復旧事業費

人件費

増減額（A) - （B)

予備費

補助費等

▲ 229,685

25,000

▲ 44.4

▲ 51.4

0.0

▲ 43.1

▲ 9.7

▲ 4.3

1.78,971

▲ 7,544

▲ 5,623

▲ 272,266

▲ 55,949

▲ 13.2

扶助費 604,763 6.9 604,753

644,684 7.3

91,740

投資的経費

1,661,668普通建設事業費

110,013

19.9

18.9

積立金

繰出金

維持補修費

貸付金

物件費

▲ 23.8

12.8

5.2

0.5

539,283 6.1 530,312

46,201 0.5 53,745

0.2 23,603

100,000

1,244,566 14.1

78.4

2,920,141

2,793,786

構成比 構成比

1,661,668

0.2

42.91.2 70,000 0.7 30,000

17,980 0.2

▲ 14.0

28.72,521,520

1,300,515

27.6

51.0

1.0

0

▲ 1,053,788

6.0

3,030,154

0.0

28.8

1,753,408

100.0 10,137,000

令和２年度

8,800,000

10

▲ 1,337,000

比　　　　較

▲ 18,273

▲ 302,411 ▲ 6.3

100.0

20,000 20,000

1.1

5.4

3.2

94.8

令和元年度

25.5

増減率

4,791,961 47.2

0.2

100.0 3,030,154

91,740 5.2

12.4

7.0

75.4

446,548

2,375,593

110,013

98,000

当初予算額
（B)

548,090

増減額
（A) - （B)

11.5

当初予算額
（A)

2,557,042

1,307,595 14.9 1,162,042 12.5

当初予算額（A) 構成比

10.529.1 2,314,885 22.9

区　　　　分

令和２年度 令和元年度

その他の経費

当初予算額（A) 増減率構成比

義務的経費

17.696,594

▲ 43.1

▲ 1,276,746 ▲ 42.1

▲ 1,258,473

▲ 16.6災害復旧事業費

4,489,550

公債費

29.9

比　　　　較

242,157

145,553

歳　出　合　計

区　　　　分

投資的経費は、仮置場返還工事費４億２９，８３９千円、小学校再編にかかるプール改築工

事費２億９６，５５３千円、水稲生産流通拠点整備事業における農業用機械購入費２億５，５９

０千円、中央公民館耐震改修実施設計３９，３１６千円などに加え、災害復旧費として消防費

に宅地災害関連補助金７０，０００千円、農地・農業施設災害復旧事業補助金１６，０００千円

を令和元年東日本台風対策として計上し、総額１７億５３，４０８千円（前年度比▲１２億７６，７

４６千円、４２．１％減）となった。

歳　出　合　計

1,753,408

▲ 1,258,473

1,321,805

216,863

123,000

投
資
的
経
費

補助事業費

単独事業費

県営事業費

▲ 42.1

2,920,141 96.4

100.0

3.6 ▲ 18,273

▲ 1,276,746

14.8

▲ 16.6
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その他の経費の内訳は、物件費２５億２１，５２０千円（構成比２８．７％）、補助費等１２億４

４，５６６千円（構成比１４．１％）、繰出金５億３９，２８３千円（構成比６．１％）、維持補修費４６，

２０１千円（構成比０．５％）、貸付金１億円（構成比１．２％）、積立金１７，９８０千円（構成比０．

２％）などとなっており、総額４４億８９，５５０千円（構成比５１．０％）は、前年度と比較して▲３

億２，４１１千円、６．３％の減となった。

（人件費）

人件費は、議員報酬、委員等報酬、職員給料等の経費に加えて令和２年度より新規で会

計年度任用職員にかかる経費が皆増となり、前年度と比較し１億４５，５５３千円、１２.５％の増

となった。

（扶助費）

扶助費では、前年度比１０千円増とほぼ同額で推移しており、６億４，７６３千円となった。予

算額が大きいものでは自立支援給付事業費２億６８，９８０千円、児童手当支給事業１億２０，

６８０千円、重度心身障害者医療給付費５０，０００千円等を前年度に引き続き計上している。

（公債費）

公債費は、前年度と比較して９６，５９４千円の大幅増となっているが、主な要因としては、令

和元年台風１９号に係る災害復旧事業の元利償還が早々に開始するためである。

（普通建設事業費）

普通建設事業費は、地域住民の福祉の向上や生活の安全確保を図るための社会資本の

整備に係る費用である。また、地域経済の活性化に与える影響が大きく、極めて重要であるこ

とから、今年度も事業に優先順位を付し限られた財源の中での予算を確保した。

今年度の主な事業としては、前述の仮置場返還工事、小学校再編事業、水稲生産流通拠

点整備事業、中央公民館耐震改修実施設計のほか、町道平場線を始めとする町道６路線の

道路改良工事、公営住宅長寿命化事業費としてふもとがわ団地給排水設備更新工事、橋

りょう長寿命化補修事業費で危険橋りょうの改修設計及び改修工事、飯坂７分団屯所新築工

事、河川維持補修事業などに取り組むため、所要の額を計上したところである。

（物件費）

物件費は、旅費、交際費、需用費、役務費（保険料除く）、委託料、使用料及び賃借料、備

品購入費の細かな内部的経費の積み上げであり、網羅する範囲は広く、事業の目的の達成

のために無駄のない効率的な予算配分が重要である。
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令和２年度においては、新規事業として、古関裕而ゆかりの地かわまたＰＲに係る委託料１

３，５００千円、戸籍と税の法改正によるシステム改修委託料として総額３０，４１５千円、また、

民生費においては、地域福祉計画ほか２計画の策定委託料として１３，７５０千円を計上し、物

件費総額で２５億２１，５２０千円（構成比２８．７％）を計上した。

（補助費等）

その他の経費のうち補助費等は、報償費、役務費（保険料に限る）、負担金、補助及び交付

金等で、一部事務組合等への負担金のほか、補助、交付金などその支出の根拠、目的、交

付対象等は多種多様である。

主なものとしては昨年度に引き続き、定住化促進対策推進費として結婚祝金２，８００千円、

結婚新生活支援事業奨励金９００千円を計上し、新生活にかかる支援を行っていく。これは

「川俣町まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく定住対策の重点事業として必要額を確保し

たところである。また、町民の暮らしを守るうえで重要な一部事務組合への負担金として、伊達

地方消防組合分担金２億４３，９８３千円（前年度比▲９７５千円、０．４％減）、伊達地方衛生

処理組合負担金４９，０６４千円（前年度比▲１，１０９千円、２．２％減）等を計上している。

（繰出金）

繰出金は、川俣町水道事業会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、

介護保険特別会計などに対するもので、総額５億３９，２８３千円（前年度比８，９７１千円、１．

７％）の増額となった。

国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計など社会保障系

事業の制度安定に係る繰出金を引き続き計上したほか、令和２年度は新規に、水道事業が

行う投資的経費への繰出しを行い、水道事業会計繰出金を１６，１２４千円（前年度比１２，４５

３千円、３３９％増）とした。

（維持補修費）

施設維持のために支出する経費であり、道路維持修繕事業費をはじめ、町営住宅など町有

施設の維持修繕費を計上している。

令和２年度は、４６，２０１千円（前年度比▲７，５４４千円、１４．０％減）を予算計上した。これ

は緊急性等を十分に勘案したうえでの必要額であり、今後新たに必要な修繕箇所等が生じ

た際には、補正予算により工事等を実施するものである。なお、安全面を考慮し今後も効果

的・計画的な維持補修を実施していく。

（貸付金）

貸付金は、前年度より３０，０００千円増の１億円を計上した。これは町内金融機関へ原資預

託を行う町中小企業経営合理化資金預託金について、現在の需要を考慮し増額したもので

ある。
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（５）令和２年度主な事業の概要 新規事業計 747,510 千円

継続事業計 2,863,104 千円

継続
新規 国 県 地方債 その他 一般財源

原発事故被災町民大会 新規 300 300 原発事故から１０年の節目を迎
え、町民大会を開催

消防施設整備事業費 継続 22,502 21,500 1,002 飯坂7分団屯所の新築工事など

町防災行政無線経費 継続 3,813 3,813
デジタル防災行政無線の運用経
費

地域安全パトロール事業費 継続 101,889 101,889
山木屋地区のパトロール（帰還・
再生加速事業）

宅地関連災害復旧事業補助金 継続 70,000 70,000
令和元年台風１９号で被災した
宅地災害復旧に対する補助

198,504 101,889 21,500 75,115

復興会議運営費 継続 793 793 委員報酬、費用弁償

地域人材育成・交流事業 継続 322 322 アルゼンチン関連事業の実施

市町村バス運行費 継続 5,464 2,602 2,862 自治体バス運行委託料ほか

デマンド型乗合タクシー運行費 継続 19,194 3,290 15,904 ふれあいタクシー運行委託料

国勢調査諸経費 新規 7,863 7,851 12 5年に一度の国勢調査の実施

ふるさとづくり寄附金謝礼事業 継続 9,000 9,000
ふるさとづくり寄附金に対する返
礼品の送付

ＰＣＢ廃棄物処分委託料 新規 4,538 4,538 町有施設解体等で検出されたＰ
ＣＢ廃棄物の一括廃棄処理

47,174 13,743 33,431

戸籍コンピュータ事業費 新規 24,252 9,570 14,682 法改正に伴う、紙戸籍のデータ
化及びシステム改修

住民基本台帳事務費 新規 4,942 4,153 789 デジタル手続法改正に対応した
システムの改修

浄化槽設置整備事業費 継続 18,771 5,781 2,614 10,376 浄化槽設置補助金ほか

太陽光発電システム設置整備事業費 継続 2,880 2,880 太陽光発電システム設置補助金

共同墓地整備事業補助金 継続 5,723 5,723
令和元年台風１９号で被災した
共同墓地の復旧工事への補助

塵芥収集費 継続 93,892 860 93,032
一般廃棄物収集運搬業務委託
料（2コース）ほか

水道事業会計繰出金 新規 16,124 12,400 3,724 水道事業で実施する耐震工事費
等への出資ほか

土砂災害背景図データ作成業務委託料 新規 241 241 土砂災害特別警戒区域に位置
する住宅の評価補正に対応

個人住民税法改正に伴うシステム改修 新規 10,175 10,175 税制改正に伴うシステム改修

177,000 15,351 6,767 12,400 860 141,622

有害鳥獣対策事業費 継続 32,500 10,511 1 21,988
有害鳥獣捕獲報償金、捕獲委託
料、被害防止柵補助ほか

営農再開支援事業費 継続 176,521 176,521 営農再開支援事業補助金ほか

水稲生産流通拠点整備事業 新規 215,237 161,427 53,810 ライスセンター建築設計、農業用
機械の購入

峠の森自然公園水車小屋改修工事 新規 3,534 3,534 水車小屋の改修及びそば脱皮
機及び製粉機の設置

商品券発行事業補助金（町単独） 継続 4,000 4,000
商業振興のためプレミアム商品
券の発行を補助（町単独）

イノベーションコースト推進事業 継続 3,000 3,000
近畿大学との連携によるイノベ関
連事業の実施

町商工会青年部・女性部活動支援補助金 継続 2,100 2,100 地酒、地元食の開発

モノづくり活性化事業費 新規 4,581 3,637 944 モノづくり企業の活性化を目指し
た事業の実施

中小企業対策費 継続 105,065 100,001 5,064
中小企業経営合理化資金預託
金の増額など

里山案内看板購入費 継続 1,000 750 250
口太山、福沢羽山への案内看板
設置

古関裕而ゆかりの地かわまたＰＲ事業 新規 15,263 10,125 5,138 スタンプラリー事業等の実施

防災重点ため池ハザードマップ作成委託料 継続 1,800 1,800 ため池ハザードマップの作成

ふくしま森林再生事業費 継続 72,500 57,520 14,980 森林整備事業業務委託料ほか

林業専用道路整備事業費 継続 90,321 60,550 29,771 林道整備工事費、補償費

農地・農業施設災害復旧事業補助金 継続 16,000 16,000
令和元年台風１９号により被災し
た農地等の災害復旧費を補助

743,422 479,204 103,639 160,579

河川維持補修事業費 継続 22,213 17,600 4,613
災害防止と正常機能の維持目的
とした整備。

公営住宅長寿命化対策費 継続 57,670 24,000 8,100 25,570
ふもとがわ団地の給水設備改修
工事

橋りょう長寿命化補修事業費 継続 85,800 45,045 36,600 4,155
橋りょうの長寿命化を目的とした
設計、改修工事など

道路新設改良費 継続 99,230 22,313 64,100 12,817
町道の測量設計委託料、道路改
良工事費など（6路線）

住宅耐震化推進事業費 新規 5,361 2,680 2,681 大規模盛土造成地の第二次スク
リーニング

270,274 94,038 126,400 25,570 24,266

産　業　課

小　計
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建設水道課

小　計

備考

小　計

町民税務課

小　計

小　計

主管課 事業名等
事業費

（単位：千円）

特定財源内訳（単位：千円）

総　務　課

企画財政課



継続
新規 国 県 地方債 その他 一般財源

住民支援事業費 継続 3,319 2,640 679 情報発信業務委託料

モニタリング事業費 継続 46,521 46,011 510
地区検査所5箇所での自家用農
産物・井戸水等のモニタリング等

福島県原子力災害避難区域等帰
還・再生加速事業費

継続 47,818 47,817 1
町道除草、仮置場モニタリングポ
ストの保守ほか

除染支援業務委託料 継続 179,516 179,516
中間貯蔵施設への本格輸送に
伴う土壌のデータ作成等

汚染物質運搬業務委託料 継続 85,879 85,879 端末輸送運搬業務等

仮置場返還工事費 継続 429,839 429,839
仮置場返還工事費、測量設計委
託料。

農業水利施設保全再生事業費 継続 239,014 179,276 59,738
ため池除染の対策推進のための
対策工事ほか

山木屋地区復興拠点（商業施設）管理費 継続 38,436 10,828 10,139 17,469
施設運営、管理業務、イベント運
営委託料ほか

1,070,342 275,744 706,572 10,139 77,887

地域福祉計画策定事業費 新規 4,190 4,190 地域福祉計画の策定

地域医療確保対策事業費 継続 50,000 50,000
地域中核医療機関としての体制
整備事業補助金

生活困窮者就労準備支援事業 継続 6,473 4,854 1,619
生活困窮相談者の聞き取りと最
適な支援窓口へつなぐ事業

自立支援給付事業費 継続 280,306 139,605 69,802 70,899
介護・訓練等給付費、自立支援
医療費、補装具の支給

障害福祉計画策定事業費 新規 4,308 4,308 障害福祉計画の策定

高齢者保健福祉計画
・介護保険事業計画策定事業費

新規 6,133 6,133 高齢者保健福祉計画等の策定

予防接種事業費 継続 29,945 842 52 29,051
ロタウイルスワクチン接種の定期
接種化など

内部被ばく検査事業費 継続 10,159 10,159
内部被ばく検査委託料、検査機
器点検委託料など

母子保健事業費 継続 11,527 608 288 10,631
妊婦健診委託料、産後ケア事業
委託料など

子育て世代包括支援センター事業費 継続 42 42
妊娠・出産・子育てを切れ目なく
支援

403,083 156,068 70,142 176,873

教育施設個別計画策定支援業務委託料 新規 7,775 7,775 教育施設の個別計画の策定

英語コミュニケーションスキル研修事業費 継続 675 675
中学・高校生対象。北海道への
研修参加者負担金、旅費等

外国語教育推進事業 継続 489 300 189 帰国子女の支援など

川俣町立中学校海外修学旅行事業
「未来への翼」費

新規 17,602 5,030 12,572 中学生の海外派遣を修学旅行
に拡大。シンガポール訪問。

小学校再編事業費 新規 332,595 40,573 292,000 22 校舎改修実施設計、川小プール
の改築工事など

中学校施設維持管理費 新規 13,616 10,200 3,416 川俣中学校校舎照明のＬＥＤ化
など

山木屋小中学校スクールバス運行費 継続 6,865 6,865
山木屋小中学校スクールバス運
行費

379,617 47,438 302,200 6,005 23,974

子ども医療助成事業費 継続 44,733 26,244 18,489
0歳～18歳までの社会保険加入
者の児童の医療費等の助成

子育てほっとステーション事業費 継続 1,694 560 560 574
子育て相談員・子育てアドバイ
ザー等の報償金など

子どもの貧困状況調査事業費 新規 2,310 1,155 1,155 子どもの貧困等に関する実態調
査

児童遊具撤去工事費 新規 597 400 197 点検の結果、危険性があると判
断された遊具の撤去

子どもの屋内運動場事業費 継続 14,325 9,570 2,000 2,755 子どもの屋内運動場運営費など

保育所運営費 継続 191,892 217 18,562 173,113
すみよし保育所運営業務委託料
など

入学祝金給付金 継続 7,750 7,700 50
小、中学校入学予定者に１人5万
円支給

かわまた認定子ども園開設準備費 新規 4,410 1,800 2,610
園舎の改修基本設計、準備協議
会の立ち上げ

267,711 37,529 777 7,700 22,762 198,943

「宝くじまちの音楽会」の開催 新規 1,697 1,367 330 岩崎宏美ｗｉｔｈ宗次郎のコンサー
ト開催

羽山の森美術館事業費 継続 7,613 7,613
収蔵品管理の徹底化、１０周年
事業など実施

復興ホストタウン事業費 継続 100 100
広野町、楢葉町と共同で事業を
実施する際の負担金など

中学生の芸術鑑賞教室 継続 700 350 350
山形交響楽団を迎え、古関裕而
作品を含む演奏に親しむ

河股城跡（舘ノ山）散策道整備委託料 継続 262 262
年間を通して散策できるように、
散策路の草刈り等を実施

古関裕而記念碑作製委託料 新規 550 550 作曲家の古関裕而にちなんだ記
念石碑の作製

中央公民館耐震改修実施設計業務委託料 新規 39,316 5,000 34,300 16 耐震改修工事の実施設計

スポーツ大会事業費 継続 2,809 500 2,309
ロードレース大会の暑さ対策の
拡充など

東京2020オリ・パラ競技大会関連行事運営費 継続 440 440 記念モニュメントの作成など

53,487 5,000 34,300 2,217 11,970

3,610,614 733,057 1,277,205 504,500 171,192 924,660

事業費
（単位：千円）

財源内訳（単位：千円）
備考
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合　　　　計

生涯学習課

小　計

小　計

小　計

子　育　て
支　援　課

小　計

原子力災害
対策課

小　計

学校教育課

保健福祉課

主管課 事業名等



（６）令和２年度主な復旧・復興事業の概要 【一部再掲あり】

継続
新規 国 県 地方債 その他 一般財源

② 給与費（一般職分・職員手当等） 継続 2,803 2,803 災害派遣職員分の災害派遣手当等

②
一般管理事務諸経費（負担金、補
助金及び交付金）

継続 21,500 21,500 災害復旧のため派遣された職員給与
等負担金

② 原発事故被災町民大会事業費 新規 300 300 原発事故から１０年の節目を迎え、町
民大会の開催

② 地域安全パトロール事業費 継続 101,889 101,889 山木屋地区のパトロール（帰還・再生
加速化事業）

126,492 101,889 24,603

② 復興会議運営費 継続 793 793 委員報酬、費用弁償

793 793

② 給与費（原子力災害対策課） 継続 52,446 52,446 原子力災害対策課職員給与費

① 除染対策事業費 継続 1,109,397 1,108,126 1,271 仮置場返還工事費、汚染物質運搬業
務委託料ほか

② モニタリング事業費 継続 46,521 46,011 510 地区検査所5箇所での自家用農産物・
井戸水等のモニタリングほか

② 住民支援事業費 継続 3,319 2,640 679 情報発信業務委託料

②
福島県原子力災害避難区域等帰
還・再生加速事業費

継続 47,818 47,817 1 町道除草ほか

② 農業水利施設保全再生事業費 継続 239,014 179,276 59,738 ため池除染の対策推進のための調査
設計、対策工事ほか

② 山木屋地区復興拠点（商業施設）管理費 継続 38,436 10,828 10,139 17,469 施設運営、管理業務、イベント運営委
託料ほか

1,536,951 275,744 1,119,464 10,139 131,604

③ 災害救助臨時経費 継続 9,150 5,625 3,525 災害弔慰金、委員報酬

② 放射線健康対策事業費 継続 1,266 1,266 ガラスバッジによる外部被ばく線量測
定ほか

② 内部被ばく検査事業費 継続 10,159 10,159 内部被ばく検査委託料、検査機器点
検委託料など

20,575 10,159 6,891 3,525

② 有害鳥獣対策事業費 継続 32,500 10,511 1 21,988 有害鳥獣捕獲報償金、捕獲委託料、ワ
イヤーメッシュ拡充ほか

② ふくしま森林再生事業費 継続 72,400 57,520 14,880 森林整備事業業務委託料ほか

② 緊急対策農業振興事業費 継続 37,000 37,000 米の全袋検査事業補助金

② 被災１２市町村農業者支援事業 継続 41 40 1 営農再開に向けた支援事業

② 営農再開支援事業 継続 176,521 176,521 営農再開支援事業補助金ほか

② 「ふくしまプライド。」販売力強化支援事業 継続 3,029 3,000 29 PR活動報償費、旅費等

② 水稲生産流通拠点整備事業 新規 215,237 161,427 53,810 ライスセンター建築設計、農業用機械
の購入

② イノベーションコースト推進事業 継続 3,000 3,000 近畿大学と連携した事業の実施

② 林業専用道路整備事業 継続 90,321 60,550 29,771 林道整備工事費、補償費

② 震災対策・戦略作物生産基盤整備事業費 継続 25,000 25,000 農地除染と一体の暗渠排水工整備等

655,049 469,569 1 185,479

③ 道路維持修繕事業費（福島帰還再生加速事業） 継続 5,500 5,500 国庫委託事業。山木屋地区町道・林道
補修工事費

5,500 5,500

② スクールソーシャルワーカー派遣事業費 継続 2,943 2,600 343 児童生徒の自立を促すための派遣事
業

② 学校給食事務諸経費 継続 300 300 学校給食の放射能検査

② 山木屋小中学校スクールバス運行費 継続 6,865 6,865 山木屋小中学校スクールバス運行費

10,108 6,865 2,600 643

② 子どもの屋内運動場事業費 継続 14,325 9,570 2,000 2,755 子どもの屋内運動場運営費など

14,325 9,570 2,000 2,755

② スケート場施設管理運営費 継続 300 300 川俣スケートクラブ事業補助金

300 300

2,370,093 400,157 1,608,094 12,140 349,702

説明：事業名等欄

特定財源内訳（単位：千円）
備考

企画財政課
小　計

原 　子　 力
災害対策課

小　計

総　務　課

小　計

主管課 事業名等
事業費
（単位：千
円）

小　計

産　業　課

小　計

保健福祉課

子育て支援課

小　計

建設水道課
小　計

学校教育課

小　計

生涯学習課
小　計

合　　　　計

　①＝除染対策事業費　②＝原子力災害による復興事業費等　③＝災害復旧事業費
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　表内の事業項目を振り分けると、次のとおりとなる。

● 一般会計当初予算

● ①は除染対策事業費

財源：県支出金　1,108,1266千円、一般財源1,271千円

● ②は原子力災害による復興事業費等

原子力災害による復興事業費等として、水稲生産流通拠点整備事業などを計上している。

財源：国庫支出金　394,657千円、県支出金　494,343千円、その他財源 12,140千円、一般財源　304,906千円

● ③は災害復旧事業費

災害復旧事業費として、山木屋地区町道・林道舗装復旧事業費などを計上している。

財源：国庫支出金　5,500千円、県支出金　5,625千円、一般財源　3,525千円

● ①、②、③を除く予算額

8,800,000 10,137,000 ▲ 1,337,000 ▲ 13.2

（単位：千円、％）

令和２年度
（A)

令和元年度
（B)

比　　　　　　較

（A)－（B) 増減率

（単位：千円、％）

令和２年度
（A)

令和元年度
（B)

比　　　　　　較

（A)－（B) 増減率

令和２年度
（A)

令和元年度
（B)

比　　　　　　較

（A)－（B) 増減率

1,109,397 1,227,631 ▲ 118,234 ▲ 9.6

（単位：千円、％）

令和２年度
（A)

令和元年度
（B)

比　　　　　　較

（A)－（B) 増減率

1,246,046 2,439,108 ▲ 1,193,062 ▲ 48.9

（単位：千円、％）

令和２年度
（A)

令和元年度
（B)

比　　　　　　較

（A)－（B) 増減率

14,650 694,327 ▲ 679,677 ▲ 97.9

（単位：千円、％）

6,429,907 5,775,934 653,973 11.3
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（７）　令　和　２  年　度　地　方　債　調

（単位：千円）

新 庁 舎 建 設 事 業 1,394,224 24,245

消防防災施設等整備事業 680,879 21,500 21,500 17,344

総 務 事 業 ・ そ の 他 46,989 7,900 7,900 8,075

小 計 2,122,092 29,400 21,500 7,900 49,664

民 生 費 保育園整備事業・その他 156,826 44,100 44,100 11,812

衛 生 費 上水道整備事業・その他 155,373 12,400 12,400 18,171

農 業 施 設 整 備 事 業

農林水産業費 林 業 施 設 整 備 事 業

小 計

商　  工　  費 道の駅整備事業・その他 193,900 17,100 17,100 8,381

道 路 橋 り ょ う 整 備 事 業 635,633 100,700 58,000 42,700 102,932

公 営 住 宅 整 備 事 業 182,667 8,100 8,100 9,302

河 川 整 備 事 業 17,600 17,600

小 計 818,300 126,400 58,000 8,100 17,600 42,700 112,234

幼 稚 園 施 設 整 備 事 業 21,692 1,972

小 学 校 施 設 整 備 事 業 325,847 292,000 292,000 48,136

中 学 校 施 設 整 備 事 業 59,219 10,200 10,200 3,225

学校給食施設整備事業 115,157 16,278

社会教育施設整備事業 7,769 34,300 34,300 5,665

小 計 529,684 336,500 10,200 34,300 292,000 75,276

災害復旧費 災 害 復 旧 事 業 605,257 68,896

そ の 他 臨 時 財 政 対 策 債 等 2,820,833 128,450 128,450 259,239

694,350 12,400 58,000 8,100 10,200 17,600 98,500 361,100 128,450 603,673

交付税算入率
（％） 50 20

－ －
28.5～57 70 70 100 －

起債充当率        （％） 100 90 100 75 100 100 100 100 －

　　　　　※　学校教育施設等整備事業債の「交付税算入率」欄及び「起債充当率」欄については、上段：国庫負担基準内分、下段：その他区分事業を示しています。

区　　分 起 債 の 目 的
令和元年度末残高
見　　　　込　　　額

総 務 費

学校教育施設
等整備事業債

-
　
20
　
-

令和２度借入額見込額の起債種別内訳

合                       　　計 7,402,265

土 木 費

令和２年度借入額
見　込　 額

教  育  費

防災対策事業
債

令 和 ２ 年 度
元 金 償 還 額

一般会計出資債
緊急防災・
減災事業債

過疎対策事業
臨 時 財 政
対 策 債

公共事業等債
公営住宅
建設事業債



（８）   令　和　２　年 度  　一 般 会 計 性 質 別 歳 出 予 算 内 訳
（単位：千円、％）

1 2 3 4 5   農      林 6 7 8 9 10　 災　 害 11 12   

議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費  水 産 業 費 商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 復 旧 費 公 債 費 予 備 費 計 構 成 比

1 人件費 82,064 587,395 81,756 64,571 83,905 31,643 69,615 21,262 285,384 1,307,595 14.9

2 物件費 22,482 1,328,905 293,256 195,172 107,648 57,808 57,100 139,994 319,155 2,521,520 28.7

3 維持補修費 1,448 233 859 6,152 722 33,013 120 3,654 46,201 0.5

4 扶助費 596,623 300 7,840 604,763 6.9

5 補助費等 924 67,636 310,545 116,104 271,541 45,595 7,301 266,879 158,041 1,244,566 14.1

 (1)国に対するもの 25 1 165 747 271 1,209 0.0

 (2)県に対するもの 1 10 2,133 2,144 0.0

 (3)一部事務組合負担金 618 103,284 257,619 361,521 4.1

 (4)その他に対するもの 924 66,993 310,543 12,645 271,541 45,595 7,301 6,380 157,770 879,692 10.0

6 普通建設事業費 445,933 921 24,054 455,982 316,136 24,560 394,082 1,661,668 18.9

 (1)補助事業費 438,749 21,554 306,108 198,795 356,599 1,321,805 15.0

 (2)単独事業費 7,184 921 2,500 26,874 117,341 24,560 37,483 216,863 2.5

 (3)県営事業負担金 123,000 123,000 1.4

(4)同級他団体施行事業負担金

7 災害復旧事業費 5,723 70,000 16,017 91,740 1.0

 (1)補助事業費 4 4 0.0

 (2)単独事業費 5,723 70,000 16,013 91,736 1.0

8 失業対策事業費

 (1)補助事業費

 (2)単独事業費

9 公債費 644,684 644,684 7.3

10 積立金 10,134 18 21 7,802 5 17,980 0.2

11 投資及び出資金

12 貸付金 100,000 100,000 1.2

13 繰出金 523,156 16,125 2 539,283 6.1

14 予備費 20,000 20,000 0.2

歳    出    合    計 105,470 2,441,451 1,806,508 422,929 933,030 235,768 483,167 522,815 1,168,161 16,017 644,684 20,000 8,800,000 100.0

国庫支出金 295,404 271,298 20,948 110,469 101,889 53,962 853,970 9.7

同 県支出金 1,158,238 257,678 9,051 501,355 13,992 2,955 14,446 1,957,715 22.2

上 使用料・手数料 7,816 14,907 1,780 75 760 49,460 8,165 82,963 1.0

財 分担金・負担金・寄付金 10,001 27,054 30,463 4,606 72,124 0.9

源 財産収入 10,084 16 20 1 50 1 4 10,176 0.1

内 繰入金・繰越金 10,000 4,464 2,337 16,801 0.2

訳 諸収入 1,381 4,150 7,163 189 110,051 21 28,812 7,082 158,849 1.8

地方債 7,900 44,100 12,400 17,100 126,400 21,500 336,500 565,900 6.4

一般財源等 105,470 940,627 1,182,841 371,567 431,410 93,815 193,861 399,426 693,472 16,017 632,996 20,000 5,081,502 57.7

款
 性質

-
　
21
　
-



（９）   令 和 ２ 年 度  　一 般 会 計 節 別 歳 出 予 算 内 訳
（単位：千円、％）

1 2 3 4 5  農   林 6 7 8 9 10  災　害 11 12   

議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 水産業費 商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 復 旧 費 公 債 費 予 備 費 計 構成比

１．報酬 34,464 16,804 1,849 94 5,745 72 116 21,262 49,547 129,953 1.5

２. 給料 12,687 235,039 42,421 33,867 40,698 15,826 34,726 94,487 509,751 5.8

３. 職員手当等 18,889 140,532 24,414 19,968 24,471 10,493 23,568 57,428 319,763 3.6

４. 共済費 16,024 84,380 13,072 10,642 12,991 5,252 11,205 39,225 192,791 2.2

５. 災害補償費 1 1 0.0

６. 恩給及び退職金

7. 報償費 24,250 7,061 1,905 26,642 2,320 5,267 820 39,520 107,785 1.2

8. 旅費 9,569 6,576 115 119 1,510 3,044 76 18,395 2,163 41,567 0.5

9. 交際費 400 1,200 180 1,780 0.0

10. 需用費 576 49,760 6,105 9,682 4,556 14,088 16,223 14,340 116,443 231,773 2.7

11. 役務費 189 28,984 1,603 2,597 2,072 630 1,478 4,305 20,620 62,478 0.7

12. 委託料 6,477 1,061,334 280,876 180,064 108,388 37,305 88,669 104,705 221,267 8 2,089,093 23.8

13. 使用料及び賃借料 5,271 184,503 3,513 2,895 2,340 2,597 8,721 2,476 35,882 1 248,199 2.8

14. 工事請負費 446,868 921 114,761 278,558 21,932 318,724 6 1,181,770 13.4

15. 原材料費 33 4,978 2,290 70 368 2 7,741 0.1

16. 公有財産購入費 6,622 6,622 0.1

17. 備品購入費 491 50 901 208,574 1,000 4,977 215,993 2.5

18. 負担金補助及び交付金 924 144,870 304,676 143,584 367,502 43,141 2,286 333,763 159,214 16,000 1,515,960 17.2

19. 扶助費 596,623 300 7,840 604,763 6.9

20. 貸付金 100,000 100,000 1.1

21. 補償補填及び賠償金 3,360 3,360 0.0

22. 償還金利子及び割引料 5,700 2 165 644,684 650,551 7.4

23. 投資及び出資金

24. 積立金 10,134 18 21 7,802 5 17,980 0.2

25. 寄附金

26. 公課費 25 747 271 1,043 0.0

27. 繰出金 523,156 16,125 2 539,283 6.1

28. 予備費 20,000 20,000 0.2

合　　　計 105,470 2,441,451 1,806,508 422,929 933,030 235,768 483,167 522,815 1,168,161 16,017 644,684 20,000 8,800,000 100.0

-　
22　
-

　　　　　　　　　　　　　　　　 款
 節



（10）令和２年度 主な新規事業の概要

【単位：千円】

総務課
総務係

原発事故被災町民大会事業費 300 一般財源300
令和３年３月で原発事故から１０年の節目を迎えるにあたり、町民大会を開催す
る。

町民税務課
町民係

戸籍コンピュータ事業費
住民基本台帳事務費

29,194
国県補助金13,723
一般財源15,471

戸籍法一部改正に伴う戸籍副本のデータ送信に係るシステム改修とそれに伴う
紙戸籍のデータ化を行う。また、デジタル手続法改正対応に伴うシステム改修を
合わせて実施する。

‐
2
3
‐

町民税務課
税務係

個人住民税税制改正に伴うシステム
改修
（賦課徴収事務諸経費）

10,175 一般財源10,175 個人住民税の税制改正に伴い基幹システムの改修を行う。

産業課
農業振興係

水稲生産流通拠点整備事業費 215,237
県補助金161,427
一般財源53,810

（復興特別交付税措置）

山木屋地区の水稲生産の再開を目指し、ライスセンター建築設計及び農業用機
械の整備を行う。

産業課
農業振興係

峠の森自然公園水車小屋改修工事
（峠の森自然公園管理費）

3,534 一般財源3,534
そばの振興を図るため、峠の森自然公園の水車解体後の水車小屋にそば脱皮
機及び製粉機を設置する。

産業課
商工交流係

モノづくり活性化事業費 4,581
みらいを描く助成金3,637

一般財源944
町内のモノづくり企業の活性化を目的として、企業間や産学官間の交流連携の
機会を創設する。

産業課
商工交流係

スタンプラリー事業の実施
（古関裕而ゆかりの地かわまたＰＲ事
業費）

15,263
県サポート事業10,125

一般財源5,138
令和２年春よりＮＨＫで放送されるドラマ「エール」のモデルである古関裕而ゆか
りの地として新規にスタンプラリー事業を実施し、交流人口の増加を図る。

建設水道課
建設係 町道前平・小山道線 5,236 一般財源5,236 大綱木前平・小山道線の測量調査（現況測量）を開始する。

建設水道課
建設係 住宅耐震化推進事業費 5,361

社会資本整備総合交付金
2,680

一般財源2,681

大地震等が発生した場合に被害が生じる恐れのある大規模盛土造成地に関し
て、変動予測調査の第二次スクリーニングを実施する。

財源内訳 事業内容事業名等 事業費主管課等



財源内訳 事業内容事業名等 事業費主管課等

保健福祉課
地域福祉係

地域福祉計画策定事業費
障害福祉計画策定事業費
高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策
定事業費

14,631 一般財源14,631
町の福祉の施策を検討するうえで重要な福祉３計画について、策定・見直しを行
う。

保健福祉課
健康増進係

予防接種事業費 29,945
国県補助金894
一般財源29,051

２年１０月よりロタウイルスワクチンの接種を定期接種とする。
また、風しんの追加的対策として昭和４６年度から５３年度生まれの男性にクーポ
ン券を発行する。

学校教育課
学校教育係

川俣町立中学校海外修学旅行事業
「未来への翼」費

17,602
ふるさとづくり寄附金5,030

一般財源12,572
中学生の英語コミュニケーション能力の向上と豊かな国際感覚を取得することを
目的に、海外で修学旅行を実施する。

‐
2
４
‐

学校教育課
学校教育係

小学校再編事業費 332,595

学校施設環境改善交付金

40,573
地方債292,000
一般財源22

小学校再編へ向けた川俣小学校校舎改修工事の実施設計を行う。また、老朽
化が激しい川小プールの改築工事を行う。

生涯学習課
生涯学習係

宝くじまちの音楽会の開催
（文化芸術推進事業費）

1,697
入場料1,367
一般財源330

歌手の岩崎宏美とオカリナ奏者の宗次郎を迎えて、コンサート「心のふるさとを求
めて」を開催する。

生涯学習課
生涯学習係

古関裕而記念碑作製委託料 550 一般財源550
作曲家の古関裕而と川俣町の縁を後世に伝えるため、記念石碑を作製・設置す
る。

生涯学習課
生涯学習係

中央公民館耐震改修実施設計 39,316

社会資本整備総合交付金

5,000
地方債34,300
一般財源16

令和元年度に策定した耐震基本計画に基づき耐震補強改修工事の実施設計を
行う。

子育て支援課
子育て支援係

子どもの貧困状況実態調査業務 2,310
地域子どもの未来応援交付金

1,155
一般財源1,155

国の「子どもの貧困対策大綱」に基づき子どもの実態を把握し、今後の子ども・子
育て支援策に効果的に反映させる。

子育て支援課
幼児教育係

かわまた認定こども園開設準備費 4,410
ふるさとづくり寄附金1,800

一般財源2,610
認定こども園開設に向けての準備協議会を新設し、また、園舎の改修基本計画
の策定に着手する。

731,937合　　計



国・県支出
金

町債 その他

地方消費税
交付金

（社会保障財源
化分）

その他

障害者福祉事業 367,869 247,111 5,574 17,450 97,734

高齢者福祉事業 303,390 43,441 9,300 16,319 35,501 198,829

児童福祉事業 435,407 161,581 13,200 28,698 35,110 196,818

母子福祉事業 11,569 896 1,617 9,056

小計 1,118,235 453,029 22,500 50,591 89,678 502,437

国民健康保険事業 135,606 60,726 11,344 63,536

介護保険事業 261,859 39,672 222,187

後期高齢者医療事業 66,625 10,094 56,531

小計 464,090 60,726 61,110 342,254

疾病予防・健康増進対
策事業

77,239 12,927 494 9,413 54,405

地域医療確保対策事
業費

50,000 40,000 1,515 8,485

小計 127,239 12,927 40,494 10,928 62,890

1,709,564 526,682 22,500 91,085 161,716 907,581

（１１）引上げ分地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
　　　 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

　（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分）　　　　　　　　161,716千円

　（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費　1,709,564千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】　　※職員給与は除く　　　　　　　　　　（単位：千円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－ ２ ５ －

社
会
保
険

保
健
衛
生

合計

事業名 経費
特定財源 一般財源

財源内訳

社
会
福
祉



ＳＤＧｓとは、Sustainable Development Goals （訳：持続可能な開発目

標）の略称で、2015年９月の国連サミットで採択された「誰も置き去りにし

ない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のための、2030年

を年限とする17の国際目標のことです。

ＳＤＧｓは、世界全体の経済、社会及び環境の３つの側面における持

続可能な開発を統合的取り組みとして推進する理念であり、多様かつ

複合的な目標の追求は、町においても課題の解決に貢献し、持続可能

な「まち」、ひいては地方創生を推進するものです。

行政、民間事業者、町民がＳＤＧｓという共通言語を持つことにより、地

方創生に向けて一体となって取り組むことが可能となります。

地方創生とSDGs （持続可能な開発目標）
エスディージーズ


